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職員の任免及び職員数などに関する状況 1

職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）4

人件費の状況（平成23年度普通会計決算）2

職員給与費の状況3

市川市人事行政運営等の状況 ※詳細は市公式Webサイトまたは市政情報センターなどでご覧になれます

人件費とは、一般職員に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当の他、共
済費(社会保険料の事業主負担分に相当するもの)などを含む経費の合計をいいます。
平成23年度の普通会計決算における人件費の状況は下表のとおりです。

平成24年度一般会計当初予算における職員給与費の状況は下表のとおりです。

（注）１．職員数は一般職に属する職員数です。派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。 ２．総務
企画に市川浦安市民病院理事を含んでいます（平成２０年まで）。  ３．教育には教育長は含んでいません。

（注）１．職員手当には退職手当を含みません。 2.（  ）内は、短時間勤務を含む再任用職員で外書きです。

（注）左表の採用者数と合格者数の差の主なもの
は、合格後の採用辞退及び選考による採用です。

（注）平均給与月額とは、給料と職員手当（期末・勤勉・退職手当を除く）の合計です。

①部門別職員数の状況(各年4月1日現在)

②職員の採用及び退職の状況

区分
部門

職員数 対前年度増減数
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

一般
行政
部門

議　　会 19 19 19 19 19 0 0 0 0 0
総務企画 510 505 489 458 453 38 △ 5 △ 16 △ 31 △ 5
税　　務 123 122 121 121 119 △ 3 △ 1 △ 1 0 △ 2
民　　生 777 770 768 754 751 7 △ 7 △ 2 △ 14 △ 3
衛　　生 358 361 352 342 341 △ 6 3 △ 9 △ 10 △ 1
労　　働 9 9 5 6 6 0 0 △ 4 1 0
農林水産 21 20 19 19 19 △ 1 △ 1 △ 1 0 0
商　　工 15 14 18 21 21 1 △ 1 4 3 0
土　　木 332 325 321 325 322 5 △ 7 △ 4 4 △ 3
小　　計 2,164 2,145 2,112 2,065 2,051 41 △ 19 △ 33 △ 47 △ 14

特別
行政
部門

教　　育 488 461 443 430 425 △ 40 △ 27 △ 18 △ 13 △ 5
消　　防 498 493 509 513 514 △ 1 △ 5 16 4 1
小　　計 986 954 952 943 939 △ 41 △ 32 △ 2 △ 9 △ 4

普通会計計 3,150 3,099 3,064 3,008 2,990 0 △ 51 △ 35 △ 56 △ 18
公営
企業等
会計
部門

病　　院 108 111 110 111 110 7 3 △ 1 1 △ 1
下 水 道 42 43 42 40 43 △ 14 1 △ 1 △ 2 3
そ の 他 173 168 158 155 147 7 △ 5 △ 10 △ 3 △ 8
小　　計 323 322 310 306 300 0 △ 1 △ 12 △ 4 △ 6

合　　計 3,473 3,421 3,374 3,314 3,290 0 △ 52 △ 47 △ 60 △ 24

採用者数（平成23年度）
職　種 採用者数
一般行政職 105人
保育士 9人
保健師 4人
栄養士 1人
看護師 2人
消防職員 14人
作業療法士 1人
幼稚園教諭 5人
計 141人

職員採用試験の状況（平成23年4月1日）
職　種 応募者数 合格者数
一般行政職 3,377人 115人
保育士 165人 9人
保健師 56人 3人
栄養士 83人 1人
看護師 3人 2人
消防職員 76人 8人
作業療法士 4人 1人
幼稚園教諭 67人 5人
計 3,831人 144人

退職者数（平成23年度）
退職事由 退職者数
定年 86人
勧奨 26人
再任用 58人
普通 45人
死亡 4人

任期付期間満了 6人
計 225人

住民基本台帳人口
（平成24年3月31日現在） 歳出額A 実質収支 人件費B 人件費率

B／A×100
（参考）22年度の

人件費率
458,679人 132,005,054千円 2,351,454千円 30,303,797千円 23.0% 23.5%

職員数　Ａ 給与費 1人当たり
給与費Ｂ／Ａ給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

2,966人（218人） 13,488,575千円 4,312,661千円 5,275,604千円 23,076,840千円 7,248千円

区　　分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
一般行政職 365,001円 486,608円 45歳 1カ月
技能労務職 362,881円 447,090円 50歳 3カ月
うち清掃職員 368,208円 470,478円
うち学校給食員 356,017円 409,275円
うち用務員 354,372円 431,172円

幼稚園教育職 351,500円 426,266円 43歳 7カ月

職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）5
学校卒業後すぐに採用された者の初任給月額は下表のとおりです。

区　　　分 市　川　市 国
決定初任給 決定初任給

一般行政職 大　学　卒 　179,500円 Ⅰ種　181,200円
Ⅱ種　172,200円

高　校　卒 　149,400円   Ⅲ種　140,100円

技能労務職 高　校　卒 　151,800円 
中　学　卒 　141,600円 

　財務書類とは、市が保有している資産や負債などを含めた財政状況をより分かりやすく
お知らせするため、国が示した基準に基づき、民間企業に準じた会計方法を使用して作成し
たもので、貸借対照表（バランスシート）、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支
計算書の４表のことです。なお、財務書類４表は市のすべての会計と市が50％以上出資し
ている関係団体の会計を一体とみなし（連結ベース）、作成しています。
　ここでは、平成23年度決算に基づく財務書類４表のうち、貸借対照表と行政コスト計算
書の概要をお知らせします。
　財務書類４表は市公式Webサイトの他、市政情報センター、市政情報コーナー（中央図
書館、行徳図書館、大野公民館図書室、男女共同参画センター）でもご覧いただけます。

※作成基準日は平成24年3月31日現在
※人口基準日は平成24年3月31日現在における住民基本台帳人口（458,679人）

学校や道路、公園など、行政サービスを行うために保有している資産（財産）とその
資産を取得するために調達した財源（「負債」と「純資産」）の内訳を表しています。

行政サービスを提供するのに要した1年間の費用（コスト）から、その費用の一部として充てるため
に収納した使用料や手数料など利用者の負担額を除いて、純経常費用（純行政コスト）を計算し
ています。純経常費用（純行政コスト）は市税や国・県支出金などで賄われています。

平成23年度 決算

（単位：百万円） （単位：百万円）

（連結ベース）

財務書類を
　  公表します

貸借対照表

 市民1人当たりにおきかえると…  市民1人当たりにおきかえると…

行政コスト計算書

資産の部（これまでに取得した資産）負債の部（市民がこれから負担する金額）
1. 金融資産 48,181 1. 流動負債 17,078
（1）資金 8,029 （1）翌年度償還予定市債 11,065
（2）債権 14,308 （2）その他 6,013
（3）有価証券 1,515 2. 非流動負債 140,130

（4）投資等 24,329
（1）市債 96,466
（2）引当金 
　  （退職給付引当金など）

35,102

2. 非金融資産 1,037,356 （3）その他 8,562
（1）事業用資産
　  （学校、公民館など）

272,718
負債合計 157,208

純資産の部（市民がこれまでに負担した金額）
（2）インフラ資産
　  （道路、公園など）

764,638
1. 純資産 928,329

純資産合計 928,329
資産合計 1,085,537 負債・純資産合計 1,085,537

1. 経常業務費用 76,715
（1）人件費（職員給料や議員報酬、退職給付費用、臨時職員の賃金など） 36,406
（2）物件費（光熱水費や消耗品費、維持補修費、通信運搬費、減価償却費など） 12,989
（3）経費（公共施設の維持管理にかかる委託費や職員旅費など） 24,127
（4）業務関連費用（市債の利払いや市税の還付金など） 3,193
2. 移転支出 99,141
（1）補助金等移転支出（国民健康保険等の保険給付や民間団体等への補助金など） 71,710
（2）その他の移転支出（子ども手当や生活保護費などの扶助費、自動車重量税など） 27,431

経常費用（総行政コスト）合計（A） 175,856
1. 経常業務収益 15,504
（1）業務収益（施設を利用した市民が負担する使用料や廃棄物にかかる手数料など） 13,157
（2）業務関連収益収入（市預金利子などの受取利息や延滞金、雑入など） 2,347

経常収益合計（B） 15,504
純経常費用（純行政コスト）（B）ー（A） △160,352

資産
236.7万円

負債
34.3万円

純資産
202.4万円

経常経費（総行政コスト）
38.3万円
経常収益
3.3万円

純経常費用（純行政コスト）
△35.0万円

・市民1人当たりの資産は236.7
万円となります。

・そのうち家計でいうローンを組み、こ
れから返済をしなければならないものが
34.3万円となります。

・また、家計でいう給料などの収入で
購入したものは、202.4万円となり
ます。

平成23年度に市が行った
行政サービスは、1人当たり
におきかえると、35.0万円か
かっていることになります。


